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1. NGFS の短期気候シナリオ

気候変動リスクを巡る動きが一層進展している。気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク（NGFS）は

2025 年 5 月に、中央銀行および監督当局向けの初となる短期気候シナリオを公表した。これまで NGFS は、

金融機関の気候リスク分析を支援するために、長期の気候シナリオを段階的に公表してきた。直近では、2024

年 11 月に、第 5 版の長期シナリオが公表されている。これらの長期シナリオは、2050 年や 2100 年といった長

期的な時間軸に基づき、移行リスクや物理的リスクを評価するものであったが、金融機関がリスク管理や事業

計画等に用いる数年単位の時間軸との乖離が指摘されていた。さらに、長期であるがゆえに気候政策や気候シ

ョックに関する仮定の不確実性が高く、実務面での活用には課題があった。他方で、今回の短期シナリオは

2030 年までの 5 年間を対象としており、こうした実務的課題に対応したものとなっている。短期的な気候リスク

の影響を具体的に評価できる点で、金融機関のリスク管理枠組みやストレステストへの統合が容易になると期



待される。金融機関は、短期シナリオの活用を通じて、より実践的な気候リスク評価を進め、自社の強靭性向

上や資本計画の精緻化につなげることが求められるだろう。 

2. 気候変動リスクの規制・監督を巡る各法域の動向 

気候変動リスクに関する規制・監督面での対応も各法域で進んでいる。例えば、英国の健全性規制機構

（PRA）は 5 月に、銀行・保険会社における気候関連リスクの管理に関する監督強化を目的とした市中協議

文書を公表した。具体的には、近年の国際基準との整合性を踏まえつつ、ガバナンスやリスク管理、シナリオ分

析などに関する監督上の期待の見直しが提案されている。また、EU では、欧州委員会が、サステナブルファイナン

ス開示規則（SFDR）の見直しに向けた意見募集を開始した。この動きは、2025 年 2 月に欧州委員会が公

表した「オムニバスパッケージ」に続くものであり、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）を含むサステナビリティ

関連規制の簡素化に向けた取組みの一貫として位置付けられる。今回の意見募集では、SFDR の複雑さや遵

守コストの高さといった課題を踏まえ、制度の見直しと整理が検討されている。こうした動きは、金融機関に対し

て気候関連リスクの管理や開示の見直しを促すものであり、各法域の規制動向を踏まえた上で、引き続き柔軟

かつ戦略的な対応が求められるだろう。 

3. 暗号資産の規制に関する英国の制度整備 

このほか、5 月には暗号資産に関する各法域の規制動向にも注目が集まった。例えば、英国では、財務省が

2025 年 4 月に暗号資産の規制制度に関する行政委任立法の草案を公表し、特定の暗号資産活動を金融

行為規制機構（FCA）の規制対象に組み込むための制度整備を進めている。これを受けて、FCA は 5 月にデ

ィスカッションペーパーを公表し、将来的な立法措置に先立ち、暗号資産の規制のあり方について意見を募集し

ている。さらに、FCA は、「ステーブルコインの発行および暗号資産のカストディ」に関する市中協議文書と、「暗号

資産企業向けのプルーデンス制度」に関する市中協議文書も公表し、具体的な制度設計の方向性を提示して

いる。金融機関は、暗号資産関連業務の実施にあたっては、各法域の制度整備の動向を注視するとともに、ガ

バナンスやリスク管理態勢の強化を進める必要があるだろう。 
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勝藤 史郎 
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